地域保健課

疾　病　対　策　・　援　護　グ　ル　ー　プ
（疾病対策関係）　
１　難病相談・支援センター事業

予　算　額　　１５，６９０千円

決　算　額　　１５，６９０千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
難病患者や家族等の日常生活における相談・支援、地域交流活動の促進及び就労支援などが円滑に行えるよう「大阪難病相談支援センター」を設置し、電話や面談等による相談、患者会などの交流促進、就労支援など難病患者の様々なニーズに対応した相談や支援を行った。
　　⑴　委　託　先　　特定非営利活動法人　大阪難病連　　
　　⑵　委託内容　　「大阪難病相談支援センター」の運営

　　　　　　　　　　　大阪市中央区大手前１－２－７　大阪赤十字会館８階

２　大阪難病医療ネットワーク事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１５，６０６千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１５，６０６千円

在宅で療養する患者に対する看護のあり方や難病に関する情報の収集・提供を行うため、「大阪難病医療情報センター」を設置し、難病に関する相談や医学的関連情報の収集と情報提供、専門医療機関や地域医療機関との連絡調整と訪問相談のほか、保健師や地域関係機関を対象とした研修、協力などを行った。また、神経難病患者の入院施設の確保や在宅医療環境の整備、療養生活の向上を図ることを目的としている「大阪神経難病医療推進協議会」の運営を行った。

　
1 　委　託　先　　大阪急性期・総合医療センター
2 　委託内容　　「大阪難病医療情報センター」の運営
　　　　　　　　　　　大阪市住吉区万代東３丁目１－56　大阪急性期・総合医療センター内
３　難病患者地域支援対策推進事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　２４，５４０千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　２１，０１７千円

難病患者やその家族のQOLを高めることを目的に、保健所保健師による地域の実情を踏まえた訪問・面接等による指導を行い、必要に応じて、地域の医療・介護・福祉等関係機関と連携し、患者の在宅療養を支援するための体制整備を図った。また、各種専門職による患者の病状等に応じた訪問や講演会等の実施や、在宅難病患者の支援体制の確立を図るため、関係機関の協力を得ながら、保健所が中心となり、関係機関とのネットワーク会議や支援関係者への研修、患者・家族の交流会等への支援を行った。
また、府域の難病患者や慢性疾患児童の安定的な療養生活の実現のため、「大阪府難病児者支援対策会議」において、各分野の専門家と意見交換を行うことにより、難病患者等の実情や課題の情報共有を図るとともに、より身近な医療機関で適切な医療を受けることができるよう、新たに「大阪府難病診療連携拠点病院」を指定し、地域の実情に応じた医療提供体制整備を行うなど難病対策の維持向上を図った。

４　神経難病患者在宅医療支援事業
予　算　額　　５０７千円

決　算　額　　４７４千円
在宅療養へ移行する神経難病患者を支援するため、地域の医療機関の要請により医師やソーシャルワーカー等で構成する支援チームの派遣や、在宅療養生活を送る患者・家族を対象に、医師、認定遺伝カウンセラー、地域の保健師等が一つのチームとなり、日常生活における介護、看護などの相談、病態についての疑問等の個別相談に応じ、患者・家族の精神的、身体的な負担軽減を図った。
また、在宅難病患者が、家族等の介護者の疾病等の理由により緊急に一時入院が必要になった場合に、一時入院が可能な病床を確保することによって、当該患者の安定した療養生活の確保と介護者の福祉の向上を図った。

５　在宅人工呼吸器使用患者支援事業（国庫補助金　補助率 1/2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　８，１２３千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　７，９８２千円

難病の患者に対する医療等に関する法律第５条に規定する指定難病の患者及び特定疾患医療費援助事業実施要綱の対象疾患患者で、かつ、当該対象疾患を主たる要因として在宅で人工呼吸器を使用している患者のうち、医師が訪問看護を必要と認める患者に対し、診療報酬で定められた回数を超える訪問看護を実施することにより、在宅において適切な医療の確保を図ることを行った。
６　地域医療介護総合確保基金事業（難病対策）
　予　算　額　　３１，７１０千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　２４，４４０千円
難病患者が地域医療関係機関による治療とケアを受け、安心して在宅による療養生活が続けられるよう、地域医療関係者を対象に難病に関する知識向上を目的として研修事業の実施を行い、地域難病医療提供体制の構築を図った。
７　臓器移植推進事業
(1)　臓器移植推進事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　５，８１２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　５，８１２千円
臓器の移植に関する法律に基づいて移植医療が適正かつ有効に実施されるよう、臓器移植コーディネーターを設置するとともに、府民に対しての臓器移植普及推進イベントの開催や医療機関に対する臓器提供体制の整備などの普及推進事業を行った。
(2)　組織適合検査事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　８９７千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　８９７千円
臓器の移植に関する法律に基づく、移植医療の適正な実施に資するため、腎不全の唯一の根治療法である死体腎移植の普及啓発に努めるとともに、腎移植などを推進する（公財）大阪腎臓バンクに対して腎移植希望者の組織適合検査費用の補助を行った。
(3)　骨髄移植対策推進事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　８７５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　６８１千円
骨髄バンク事業の普及啓発にかかる協力体制を確保するため、関係機関と情報交換や意見交換を行うとともに、府の広報媒体などを通じた正しい知識の普及啓発を行った。また、主要ターミナル駅等での集団登録会や４保健所 (池田・寝屋川・四條畷・富田林）において、骨髄ドナー登録の受付を行い、骨髄ドナー確保の推進を図った。

８　アレルギー対策推進事業
　予　算　額　　１，７１７千円

　決　算　額　　１，１６６千円

　　「アレルギー疾患対策基本法」、「アレルギー疾患対策の推進に関する基本指針」を踏まえた取組みを推進するため、アレルギーに関する各分野の専門家により構成する「大阪府アレルギー疾患対策会議」を設置し、意見交換を行いアレルギー疾患対策の在り方や施策の方向性について検討を行った。

　　また、地域における医療提供体制整備を図るため、その中心的な役割を担う医療機関を「大阪府アレルギー疾患医療拠点病院」として新たに指定し、医療従事者等への研修を実施するとともにアレルギーに関する正しい知識の普及を図るため、講演会等を開催した。

疾　病　対　策　・　援　護　グ　ル　ー　プ

（援護関係）

「原爆被爆者援護法」に基づく被爆者健康手帳の交付を行い、被爆者の健康福祉の保持増進を図るため、健康診断や医療の給付を行うとともに、被爆者の生活支援のため、同法に基づく諸手当の認定・給付事務を担当している。

また、被爆者の福祉の向上を図るため、介護保険利用助成事業や生活支援等事業及び健康相談等事業を実施するほか、被爆二世健康診断調査事業を実施している。
さらに、ハンセン病療養所入所者等に対する社会復帰や生活支援のため、社会福祉法人大阪府済生会へ事業委託し、療養所入所者と高校生等のふれあい体験交流会や入所者の里帰り事業の実施のほか、社会復帰支援のためのコーディネータを設置し個別相談や各種手続きの援助を行った。
　

１　原子爆弾被爆者対策（国庫負担金・交付金・補助金・委託金、府費負担）

　(1) 被爆者健康手帳及び健康診断受診者証の交付

	 　　　　　　　　　種　別

 年　度
	被爆者健康手帳
	健康診断受診者証
	計
	

	平　成  ３０　年　度
	４，８０８（７２）
	１９７
	５，００５（７２）
	


　＜内　訳＞

	
	　　種　別
	２９年度末
 　現　　在
	増 
	減
	 　３０年度末

 　現　　　在
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	新規交付
	 転入
	 異動
	 転出
	 死亡
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 eq \o\ad(新,　　　　)
	 異動
	
	
	
	
	
	

	
	 被    爆    者

 健  康  手  帳
	 　５，０８３

（　７４）
	 ５
	０
	 ４４
	 　０
	２５
	　２９９

（２）
	 　４，８０８

（　７２）
	

	
	 健　康　診　断

 受　診　者　証
	 　　　１９９
	 ０
	  ０
	 　０
	 　０
	   ０
	 　　２
	 　　　１９７
	


（注）１「異動」欄は健康診断受診者証から被爆者健康手帳への異動に関するものを示す。

　（注）２　在外被爆者を含む。（　）内は在外被爆者数で内数
　(2) 健康診断の実施

　　　法第７条の規定による健康診断受診状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　２７，２５４千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１９，１６４千円

	
	 　　　　　　　　受診状況

 年　度
	一般検査受診者数
	がん検査受診者数
	精密検査受診者数
	

	
	   平　成　３０　年　度
	２，６２３
	　　８７２
	 　　　　９５
	


　　　（注）受診者数は延数

　(3) 被爆二世健康診断の実施

　　  被爆二世健康診断調査事業による健康診断受診状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１０，９９４千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　８，９７８千円

	
	 　　　　　　　　受診状況

 年　度
	一般検査受診者数
	精密検査受診者数

	
	   平　成　３０　年　度
	 　　　　７４８
	 　　　　　　０


　(4) 一般疾病医療機関指定状況

　　　法第19条の規定による指定医療機関

	
	病　院
	診　療　所
	訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ
	　介護老人保健施設
	薬　局
	　　　 計
	

	
	２０８
	７，１２６
	６９０
	４７
	４,６６９
	１２，７４０
	


　(5) 認　定　状　況

　　ア　法第11条の規定による認定患者数

	
	  ２９年度末

 　現 　　在
	 　　　増
	 　　　　　　　減
	  ３０年度末

 　現 　　在
	

	
	
	 新　規
	 転　入
	 治　ゆ
	 中　止
	 死　亡
	 転　出
	
	

	
	 　　２５０
	１４
	５
	９
	０
	３１
	３
	２２６
	


　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　イ　原爆被爆者手当支給状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　２，２６５，１７２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　２，２７３，６８３千円

	
	 　種　　　　　　類
	 　　　支　　　給　　　件　　　数
	

	
	  eq \o\ad(医療特別手当,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　　２，８３２件
	

	
	  eq \o\ad(特別手当,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　　　　９７４件
	

	
	  eq \o\ad(健康管理手当,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　 ５０,１１２件
	

	
	 保健手当
	 一　般　分
	 　　　　　延　　１，５３０件
	

	
	
	 増　額　分
	 　　　　　延　　　  ２８４件

件
	

	
	  eq \o\ad(小頭症手当,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　　　　　１２件
	

	
	 介護手当
	 第三者介護
	 　　　　　延　　　　　７５件
	

	
	
	  eq \o\ad(家族介護,　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　　　　４１５件
	

	
	  eq \o\ad(葬祭料,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　　　　２６３件
	

	
	  eq \o\ad(交通手当,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	 　　　　　延　　　　３３８件
	


　　ウ　原爆被爆者介護保険利用助成状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１２２，２３２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１２７，１０６千円

	種　　　　類
	支　　給　　件　　数

	訪問介護
	 　　　　　延　３，１５４件

	通所介護
	 　　　　　延　３，２６５件

	短期入所生活介護
	 　　　　　延　　　６３３件

	介護予防短期入所生活介護
	　　 　　　延　　　　１９件

	介護老人福祉施設サービス
	　　　　　 延   １,２０３件

	地域密着型介護老人福祉施設
	　　　　　 延　　  １５６件

	介護予防訪問介護
	　　　　　 延　　　　　０件

	介護予防通所介護
	　　　　　 延　　　　７３件

８件

	認知症対応型通所介護
	　　　　　 延　　　１３８件

	小規模多機能型居宅介護
	　　　　　 延　　　１９５件

	介護予防小規模多機能型居宅介護
	延        １７件

	介護予防認知型対応型通所介護
	延        １２件

	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	延        ３７件

	複合型サービス
	延        　０件

	地域密着型通所介護
	延  １，３７９件

	第１号通所事業
	延  １, ５９８件


　(6) 原爆被爆者団体への助成

予　算　額　　１，１７５千円

決  算  額　　１，１７５千円

　　　一般社団法人大阪府原爆被害者支援協会が行う原爆死没者慰霊等の事業に対して助成を行った。

　　　ア　原爆死没者慰霊等事業補助金　　　　　　　　　　　　 １，１７５千円

　(7) 在外被爆者渡日支援事業

予　算　額　　２，６５１千円

決  算  額　　　　　　０千円

	在外被爆者手帳交付事業
	在外被爆者渡日治療事業

	手帳交付者数　　　０人
	 　　渡日治療者数　　 　０人


２　ハンセン病療養所入所者等支援事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１，３４２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　　８８９千円

　・　見舞金の支給

　　　本府出身の療養所入所者について、福祉の向上を図るため一人７，０００円の見舞金を支給した。

　　　支給対象者：４６人
　・　ハンセン病を正しく理解するための普及啓発事業

　　　ハンセン病に関する正しい知識の普及啓発を図るため、パンフレットを作成し、保健所、市町村等の関係機関に配布した。

○根拠法令等　ハンセン病問題の解決の促進に関する法律

３　ハンセン病療養所入所者社会復帰支援事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１５，９０２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１５，９０２千円

　・　体験交流事業

　　　府内の高校生等がハンセン病療養所を訪問し、入所者と交流する「ハンセン病療養所入所者とのふれあい体験交流会」を社会福祉法人恩賜財団済生会支部大阪府済生会に委託して実施した。

	療養所名
	実施日
	高校生
	看護学生

	国立療養所邑久光明園
	８／８～９
	１６
	２６

	国立療養所長島愛生園
	
	
	


  ・  里帰り事業

　　　本府出身入所者を対象とした一時帰郷（原則２泊３日）を社会福祉法人恩賜財団済生会支部大阪府済生会に委託して実施した。

	療養所名
	回数
	参加人数

	国立駿河療養所
	  ２
	　３

	国立療養所栗生楽泉園
	１
	　１

	国立療養所邑久光明園
	５
	  ８

	国立療養所長島愛生園
	２
	　４


· 神山復生園に関しては、本人の希望にて近隣県への日帰り社会見学として実施。

　（　回数１回　　参加人数　１名　）

　・　社会復帰等支援コーディネーター設置事業

　　　ハンセン病療養所入所者等との個別相談、社会復帰希望に対するニーズの把握や社会復帰に際しての各種手続き援助等を行うコーディネーターの設置を社会福祉法人恩賜財団済生会支部大阪府済生会に委託して実施した。

　　　　○根拠法令等　ハンセン病問題の解決の促進に関する法律

